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１．はじめに

　2018年９月６日３時８分頃発生した北海道胆振

東部地震（M6.7）により、厚真町で震度７など、

北海道胆振地方は強い揺れに見舞われた。特に震

源近傍の厚真町では広い範囲の斜面が崩落し、死

者41名などの被害を生じた１）。消防研究センター

では、土砂災害が広い範囲で発生しているという

状況から、捜索救助活動における安全管理に対す

る技術的助言のため研究官を派遣した。本稿では、

その内容を報告する。

　土砂災害は平均して年間約1000

件発生し、被害家屋は約300軒２）

という我が国の主要な災害の一つ

であるが、その対応については、

個々の消防機関に経験が少ないこ

とが多く、対応に苦慮することが

多い。平成26年度の「救助技術の

高度化等検討会」では、土砂災害

時の救助活動のあり方について検

討され、基本原則のほか、救助隊

一隊での活動から関係機関集結後

の活動まで時系列に沿った安全管

理や活動体制、連携のあり方など

がまとめられている３）。また、当

該報告書を参考にして、消防機関

においても活動要領などの作成が

行われており、土砂災害時の消防機関の対応につ

いて、一定の共通認識が醸成されつつあるところ

である。

　土砂災害現場での救助活動では、当初の災害の

後に再度土砂災害が発生することがあり、また、

掘削などの作業に伴う地盤の崩れなども発生する

こともあることから安全性の管理及び効率的な活

動が求められる４）。消防研究センターでは、表１

の土砂災害において、安全管理に係る技術支援を

実施してきた４）～８）。これらの経験から、著者らは、
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表１　土砂災害に係る消防研究センターの技術支援の実績

災害 助言の内容

2004年中越地震 妙見崩壊地での救助活動における、二次的崩落
の危険性（土木研究所の後を引き継いだもの）

2006年長野県岡
谷市土石流災害

湊６丁目の土石流災害地での救助活動における、
二次災害の発生危険性、監視場所及び監視対象、
緊急待避にかかる猶予時間、降雨時の活動停止
の基準、避難勧告の発出範囲

2008年岩手宮城
内陸地震熊倉崩
壊地

２箇所の崩壊地での救助活動における、二次的
崩落の危険性の評価、地下水の湧出量増に伴う
退避の助言、立ち入り危険箇所の指定、監視場所、
監視対象及び退避範囲の指定、

2014年広島市土
石流災害

「山が動いている」という通報に対するヘリコ
プタによる確認、保育園の安全性に関する助言

2016年熊本地震 ３箇所の崩壊地において、二次的な崩落の危険
性の評価、監視場所及び監視対象の指定、変状
の監視、降雨時の活動停止の基準、降雨後の活
動再開の判断

2018年北海道胆
振東部地震

吉野地区、富里地区、幌内地区における捜索救
助活動における、二次災害の発生危険性の評価、
降雨時の活動停止基準、二次的な出水に対する
対応策
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消防機関の活動条件、環境及び人的資源の現状に

即した土砂災害現場の安全管理のための技術や機

材が不足していると感じている。十分な調査及び

対策が可能な防災工事とは異なり、消防活動にお

いては、迅速に実施する必要があること、調査を

十分に行う時間がないこと及び軟弱な地盤などの

環境の悪さがあることから、我が国の高い土砂災

害対応技術が消防活動現場に十分には活かされて

いない現状がある。その背景には、体系的な安全

管理手法が確立されていないことがあると考えら

れる。

　本稿は、そのような手法の確立に資することを

目的として、今回の技術支援において観察したこ

と、考察の経過及び判断の内容を事例として報告

するものである。

２．技術支援の内容

　図１は、国土地理院が９月６日、８日及び11日

に撮影した空中写真から判読した今回の地震に

よって生じたと考えられる土砂災害の範囲を示し

たものである９）。この地域に高い密度で土砂災害

が発生していることが分かる。このうち、著者ら

が到着した９月７日７時の時点

では、４箇所（吉野地区、富里

地区、幌内地区第一現場、同地

区第二現場）で行方不明の住民

の捜索救助活動が行われていた。

本稿では、吉野地区の状況及び

幌内地区第一現場について紹介

する。

　土砂災害現場における安全管

理上の着目点については、表２

の通りまとめており10）各現場

について、地形・地質の確認、

発生した土砂災害の深さや機構

に関する観察及び考察を行い、

この表の各項目について、検

討した。調査に当たっては、ドローン（DJI 社製

MAVIC Pro）を活用し、全体像の把握や沢の上流

の閉塞の有無の調査などに用いた。

図１　平成30年北海道胆振東部地震に伴う土砂災害の

分布（国土地理院作成の図に技術支援を行った救

助活動現場の位置を加筆）

表２　土砂災害地における捜索救助活動へ影響を与える事象の評価と軽減策

の考え方

発生しうる
事象

可能性に影響
を与える因子

影響に影響を与
える因子

軽減策の候補

斜面の再崩壊 亀裂の規模
地形
土質
余震
地下水

地形
土質
流走域の地下水
距離

活動制限
監視→退避

堆積している
土砂の移動

地形
土質
地下水
余震

土砂量
土質
地下水

活動制限
監視→退避
地震警報器等

サイト周辺の
掘削箇所の崩
壊

地形
土質
余震
地下水

地形
土質
作業状況

活動制限
監視→活動制限
亀裂計・傾斜計等

アプローチの
危険

地形
土砂ダム

地形 情報収集
活動制限
（監視→退避）
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3.1. 吉野地区

　図２に、９月９日にドローンで撮影した吉野地

区の状況を示す。丘陵が一面に崩落し、麓にあっ

た13世帯が被災し19人が亡くなった。我々が到着

時には12名の方が行方不明であった。全体の活動

統制は吉野地区の自治会の見取り図（道路と家の

位置の概略に住民氏名が入ったもの）を利用して

行われていた。

　図３は９月７日の崩壊の源頭部の様子である。

斜面は１～２ｍの深さで崩落しており、滑落崖に

は図４の通り軽石が噴出した穴が見られたことか

ら、地震動により軽石層の間隙水圧が上昇して液

状化に近い状態になったと推察された。すでに地

下水は流出しておらず、軽石は乾いていた。崩壊

は尾根のすぐ下から発生しており、亀裂は見える

ものの、再度崩落する場合でも奥行き数ｍ程度で、

土砂量は小さいものと見積もられた。図５は崩壊

と捜索救助現場の状況である。土砂は土石流のよ

うな「流れ」の形態ではなく、「すべり」によっ

て家屋を押しつぶしたように見受けられた。崩落

時に発生した間隙水圧によって土砂が乾燥時より

も長距離流走した11）可能性が高いと考えられた。

　地下水が流失していることから、再び地震動を

受けた場合でも、崩落にいたるおそれが極めて低

く、また、万一崩落した場合でも、水の影響がな

いために流走距離が小さいと見られること、さら

に、崩落土砂量も小さいと見積もられることから、

活動場所への影響はほとんど無く、この救助活動

地点については、降雨が無い限りは特段のリスク

はないと評価し、現地で活動している苫小牧市及

び仙台市の救助隊の隊長に伝達した。

図２　吉野地区の崩壊の様子（９月９日撮影）

図３　吉野地区の崩壊の源頭部の状況

図４　吉野地区の崩壊現頭部に見られた軽石層の噴出口

図５　吉野地区の捜索現場のうちの一つ。左奥に崩壊地

が見える。
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3.2. 幌内第一現場

　図６は幌内地区の二つの救助活動現場のうち、

第一現場と名付けられた場所をドローンにより撮

影したものである。沢の奥で崩落した土砂が、沢

内を流下して集落を襲ったものである。崩落場所

へ行って直接観察することは時間がかかることか

ら、ドローンによって観察したところ、崩落場所

の地形的な特徴及び崩落メカニズムは、吉野地区

と同様であると分かった。また、沢沿いにドロー

ンを飛行させ、沢の中に土砂が水せき止めて場所

がないか確認した。これは、そのような場所があ

る場合には、時間とともに水が増えて土砂を水圧

で押し流したりオーバーフローして土砂を削った

りしてせき止めている土砂が不安定化し、土石流

となって流れ下る現象が発生するおそれがあるか

らである。この沢についてはそのようなせき止め

はなく、活動地点に対する危険性は、軟弱な地盤

上で活動する重機の転倒やすべりなど作業に起因

するもののみと評価し、現地で活動していた緊急

消防援助隊青森県隊長へ伝達した。

　ところがその後、帰還のために図左方向へ道路

を歩いていたところ、前方から自衛隊員が２名、

「鉄砲水が出た」と走ってきた。集落を襲った土

砂が流出した沢の隣の沢（図６左端）から泥水が

流出してきていた。ドローンで確認すると、沢の

上流で土砂が崩落して沢沿いに流送してきたのは

第一現場と同じだが、図７のとおり中流部分に２

箇所土砂によるせき止めで水がたまっていた。こ

のうち下流側のせき止め箇所から泥水が流出を始

めて道路まで到達したのであろうと考えられた。

下流側のせき止め箇所は道路から約150ｍ程度離

れていた。下流側のせき止め土砂がこの後の浸食

の進行によってまとまって押し流されたり、上流

側のせき止め土砂が押し流されて、下流のせき止

め土砂を巻き込みながら流れ下ることが考えられ

た。蓋然性については不明だが、これらの現象に

より人命に影響のある規模の土砂が道路まで到達

することは考えられることから、この沢と道路が

交わる箇所は危険であると判断し、活動中の隊長

にその旨を伝達した。隊長は他機関と情報共有し

て対策を考えると言うことであった。消防研は、

厚真町役場に置かれているテックフォースへ対応

を依頼することを要請されたため、この箇所をよ

けて厚真町役場へ向かった。

４．考察

　土砂災害は、消防機関が日常的に対応している

火災や事故とは異なり、影響範囲が広域にわたり、

見通しがききにくく、移動がしにくい、地盤の中

は見えないという理由から、情報が入手しにくい

という特徴がある。その結果として、不確実性の

高い情報に基づく判断が必要とされ、時間ととも

に質及び量とも増える情報をもとに判断を更新し

ていくことが求められる。図６　幌内地区第一現場の状況

図７　幌内地区第一現場の西隣りの沢の土砂による湛水の

状況
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4.1. 不確実性

　災害の規模（土砂が崩落した場所、大きさ、流

走距離、堆積の範囲）、要救助者のいた場所及び

現象の状況（火災や事故車両、土砂の分布等）と

いう基本的な「災害状況」は、通常の火災であれ

ば、住宅地図及び現着後の偵察などで把握するが、

土砂災害の場合には、住宅地図だけでは状況が把

握できず、偵察も前述の特徴によって時間を要す

る。近年ではドローンによる上空からの把握がで

きるようになり、天候が許せば早期の概要把握は

可能となってきている。一方、地下水の流れの変

化や地盤の特徴など、二次的な崩落につながる情

報は現在の技術では簡易に知ることが出来ないた

め、崩落した斜面の山が大規模に崩落することや

崩落した斜面に隣接する斜面が崩落することを精

度良く予測することは出来ない。必然的に、現場

へのアプローチ及び現場土砂への侵入には慎重で

ある必要がある。また、不確実な情報から発生し

た災害の機構を推察し、その結果及び現在の状況

を元に次に起きうる現象を考察するには学術的な

知見が必要であり、早めに関係機関との連携を構

築する必要がある。

　情報は時間の経過とともに質量ともに増えるは

ずである。特に、二次災害の元として警戒が必要

な、河道閉塞による湛水については、土砂災害防

止法に国土交通省による緊急調査が記載されてお

り、このような情報を積極的に入手することが重

要である。

4.2. 生存救出の可能性

　雪崩に埋まった人について、時間と共に生存率

を調べた研究によれば、図８のように窒息を主体

に生存が出来なくなっていく12）。土砂は雪よりも

密度が高いために、衝突時の衝撃力及び埋没時の

圧力が大きいことから、土砂災害に見舞われた人

は、衝撃による物理的損傷による死亡率はより高

く、また、窒息の影響も、より強く現れると考え

られる。そのため、土砂に巻き込まれてしまった

人、特に水のある場所に埋まった人の長期の生

存は極めて厳しいといえよう。消防研では土砂

災害における生存救出事例について収集してい

るが13）家屋の屋根の下からのものが多いようで、

その他、水の無い岩の間など呼吸が確保できる場

所で生存救出がなされている。このことから、生

存者を救出するために次のような優先順位が考え

られる。

１）災害直後であれば、見える地表を全て検索す

る

２）屋根、車、家屋痕跡の間などの空間

３）岩などが集まっていて空間が大きく、かつ、

水に満たされていない場所

４）その他

５．おわりに

　土砂災害現場に限らず、大規模な自然災害の現

場では、消防機関が通常扱う火災や事故とは異な

り、情報の不確実性を考慮に入れる必要がある。

具体的には状況の把握、今後の推移に対する考察

及び対応の優先付けが重要である。本稿が、土砂

災害対応における一つの事例として、参考になれ

ば幸いである。

図８　カナダ（青色）及びスイス（黒色）における雪崩に

巻き込まれたあとの生存率の変化　青の点線はカナダ

のデータのうち窒息によるもの12）
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